
Ⅱ．事業評価個表（平成30年度）

（単位：円）

うち文部科学省分

うち経済産業省分

交付金事業の評価課室 教育委員会教育総務課

学校用コンピュータ等機器借上指名競争入札
ＮＴＴファイナンス株式会社
東北支店

34,218,288

交付金事業の担当課室 教育委員会教育総務課

30,000,000 30,000,000 33,000,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金充当額 30,000,000 30,000,000 33,000,000

0 0 0

交付金事業の総事業費等 平成28年度 平成29年度 平成30年度 備考

総事業費 30,000,000 30,000,000 33,000,000
28年度～30年度総事業費

122,615,532

12 12 12

達成度 % 100 100 100

平成29年度 平成30年度

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 平成28年度

成果実績

目標値

達成度

　学校用コンピュータ等
機器借上

活動実績 カ月 12 12 12

活動見込 カ月

評価年度の設定理由

事業期間の設定理由 当初契約が５年間の賃貸借契約のため

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 年度

コンピュー
タ教育環境

の向上

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　十和田市内小中学校25校に校務用パソコン（451台）を配備したことにより、教務の
情報化推進及び教職員の校務の充実が図ることができた。また、市内中学校８校にコン
ピュータ教室用パソコン（228台）と関連機器を配備したことにより、コンピュータを
活用した授業が円滑で充実したものになり、生徒の情報活用能力の育成を図ることがで
きた。

無

番号 措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 　学校用コンピュータ等機器借上事業

交付金事業に関係する都
道府県又は市町村の主要
政策・施策とその目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第２次十和田市総合計画（平成29年度～平成38年度）
　基本目標２　地域全体で子育て・子育ちをしっかりと支えるまち（子育て・教育）
　　施策７　学校教育の充実
　　　基本事業４ 望ましい教育環境の充実

注目指標
小・中学校施設の耐震化率　100％（平成33年度）
コミュニティスクール数　６校（平成33年度）

事業開始年度 平成27年度 事業終了（予定）年度 令和2年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 十和田市

交付金事業実施場所 　十和田市東三番町　他（十和田市立三本木小学校　他24校）

交付金事業の概要

　十和田市内小・中学校25校の校務用パソコン等及び中学校８校のコンピュータ教室用の機器にかかる借
上げ料（平成31年４月～平成32年３月分の12カ月分）
　十和田市内の小・中学校25校の校務用パソコン及び中学校８校のコンピュータ教室用機器等にかかる借
上げ料に交付金を充当することにより、教職員の校務の充実、中学生のコンピュータ教育環境の向上を図
ります。


